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ご あ い さ つ 

 

五所川原市では、障害者福祉施策を総合的に推進す

るための指針として、平成１９年度から平成２３年度

までを計画期間とする「五所川原市障害者計画」を、

平成２４年度から平成２８年度までを計画期間とす

る「五所川原市第２期障害者計画」をそれぞれ策定し、

各種事業の推進に取り組んで参りました。 

 

このたび、「五所川原市第２期障害者計画」の計画期間満了に伴い、これまで

の取組状況についての検証を踏まえ、官民一体となった福祉施策の推進を図り、

更なる地域福祉の向上のための新たな指針として、平成２９年度から平成３３

年度までの５カ年を計画期間とする「五所川原市第３期障害者計画」を策定い

たしました。 

 

我が国は、本格的な人口減少、超高齢社会の到来が告げられ、核家族化の進

行や生活スタイルの多様化、また、地域住民のつながりが希薄になるなど、地

域社会を取り巻く環境が大きく変化する中で、障害者支援に対するニーズも複

雑多様化しております。 

こうしたニーズに対応するためには、これまでの行政や事業所によるサービ

スの提供だけではなく、地域のつながりや支え合いなどの「地域力」の向上は

もちろん、行政や事業所をはじめとした関係機関、そして地域住民が幅広く相

互に連携した取組が不可欠であります。 

 

住み慣れた地域で安心して暮らすことは、皆の願いであります。 

本計画に定めた基本方針をもとに、障がいのある人もない人も、お互いの個

性を認め合い尊重し、同じ地域の一員として共に生きる「共生社会」の実現の

ため、市民の皆様とともに各種障害者施策の推進に取り組んで参りますので、

関係各位のより一層のご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 

最後に、アンケートにご協力いただいた皆様、貴重なご意見、ご指導を賜り

ました五所川原市障害者計画・障害福祉計画策定委員会委員の皆様をはじめ関

係各位に、心から感謝申し上げます。 

平成２９年３月           五所川原市長  平山 誠敏 
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  総論 第3章

 

第１節 計画の概要                                     

 

１ 計画策定の趣旨 

  国では、平成 5 年の障害者基本法の成立以来、障がいの有無にかかわらず、

地域に暮らす人々が互いに助け合い、明るく豊かに暮らしていける社会を目

指し、障がいのある人の自立と社会参加の促進を図っています。 

本市では、平成１９年３月に平成２３年度までを計画期間とする「五所川

原市障害者計画」を策定し、新たな障害福祉サービスへの対応を図るととも

に、障がいのある人もない人も、お互いの個性を認め合い尊重し、同じ地域

の一員として共に生きる「共生社会」の実現をめざして、さまざまな施策を

展開してきました。また、平成２４年３月には、「五所川原市第２期障害者計

画」の策定に合わせ、障害者自立支援法に基づく「五所川原市第３期障害福

祉計画」も策定しました。 

その後、平成２５年４月に「障害者総合支援法」が施行され、それまでの

「障害者自立支援法」に新たに『法に基づく日常生活・社会生活の支援が、

共生社会を実現するため、社会参加の機会の確保及び地域社会における共生、

社会的障壁の除去に資することを総合的かつ計画的に行われること』が基本

理念に掲げられました。平成２８年 4 月には障がいのある人に対する差別の

禁止を具体化した「障害者差別解消法」が施行され、障がいのある人を取り

巻く社会環境に対する具体的な指針が示されました。平成３０年には「障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」および「児童福

祉法の一部を改正する法律」が施行され、障がいのある子どもに対する福祉

サービスの質の確保と向上を図るための環境整備を行い、よりきめ細やかな

障害者施策の実施が予定されています。 

  こうした状況の中で、本市における今後の障害者施策の方向性を明らかに

するとともに、第２期障害者計画の理念および基本目標を継承しつつ、国や

県の掲げる障害者施策の基本方針と整合を図りながら、本市における障がい

のある人の実情に柔軟に対応するため「五所川原市第３期障害者計画」を策

定するものです。 

 

 

２ 計画の位置付け 

 本計画は、障害者基本法第１１条第３項の規定に基づき策定するものです。 



 

 ２ 

３ 計画の期間 

  本計画の期間は、平成２９年度から平成３３年度までの５年間とします。 

 なお、計画期間内においても、国や県の障害者福祉施策の動向や社会情勢

の変化等を踏まえ、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

 

４ 計画策定のための取り組み 

  本計画の策定にあたっては、障がいのある人やご家族、障害福祉サービス

提供事業者等から広く意見・提言を伺い計画に反映させるため、以下のよう

な体制で行いました。 

 

（1） 五所川原市障害者計画・障害福祉計画策定委員会の設置 

障がいのある人やその家族、障害者支援団体、障害福祉サービス提供事業

者、行政機関の職員を委員とする「五所川原市障害者計画・障害福祉計画策

定委員会」を設置して、計画内容について審議していただきました。 

  



 

 ３ 

（2） アンケートの実施 

障がいのある人の生活全般に係る実態や障害福祉サービス等の利用状況・

利用意向、障害福祉サービス提供事業者の現状等を把握するとともに、地域

の特性や実情に応じた計画策定の基礎データを収集し、計画に反映させるた

め実施しました。 

① 回収結果 

a. 障がいのある人へのアンケート調査 

 対象者数 回収数 回収率 

回収総数 500 268 53.6％ 

    

b.事業者アンケート調査    

 対象者数 回収数 回収率 

回収総数 38 33 86.8％ 

 

② 調査方法 郵送配付・郵送回収 

 

③ 調査期間 平成 2８年 12 月 2 日（金）～平成 28 年 12 月 16 日（金） 

 

④ アンケート結果を「第２章 基本計画」に反映させていますが、複数回答

の設問もあるため、合計が１００％を超えるものがあります。また、回答

がないものについては、グラフに反映させていないため、合計が１００％

より低いものもあります。 

 

（3） パブリックコメントの実施 

計画（案）についての意見・提言を募集し、計画に反映させるため、２月

９日から３月 10 日までパブリックコメントを実施しました。 

 

 

 

  



 

 ４ 

 

5 法令・制度改正の概要 

障害保健福祉施策における法令・制度改正の動きは以下の通りです。 

 

（1） 障害者総合支援法の施行 

従来の「障害者自立支援法」から、地域における共生社会の実現のため、

障害福祉サービスに加えて、社会参加の機会確保や、地域社会における共生、

社会的障壁の排除などの必要な支援を総合的に実施することを目的として、

平成２４年 6 月に成立した「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（障害者総合支援法）」に改められました。 

平成２５年４月より施行されています。 

 

（2） 難病法の施行 

「難病の患者に対する医療等に関する法律」（難病法）が平成２６年５月に

成立し、平成２７年 1 月に施行されました。この法律では指定難病に対して

医療費を助成する制度や難病の医療に関する研究の推進などについて定めて

います。  

また、この法律の成立に伴い、障害者総合支援法の対象となる難病の範囲

が、平成２７年７月より３３２疾病（巻末に一覧を掲載）に拡大しました。 

 

（3） 障害者差別解消法の施行 

障害者基本法の理念にのっとり、第４条の「差別の禁止」の規定を具体化

させ、「障がいを理由とする差別」の解消を推進させる基本的な事項について、

行政機関や、会社や商店などの事業者等における障がいを理由とする差別を

解消するための措置を定め、推進することによって、すべての国民が、相互

に人格と個性を尊重しあいながら共生する社会の実現を目指すことを目的と

して、平成２５年６月に成立し、平成２８年４月より施行されています。 

 

（4） 障害者雇用促進法の改正 

「雇用の分野における障害者に対する差別の禁止及び障害者が職場で働く

に当たっての支障を改するための措置（合理的配慮の提供義務）を定めると

ともに、障害者の雇用に関する状況に鑑み、精神障害者を法定雇用率の算定

基礎に加えること等の措置を講ずる」ことを定めた「障害者の雇用の促進等

に関する法律の一部を改正する法律」が平成２５年６月に成立し、平成２８

年４月（一部は平成３０年４月）より施行されています。 
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第２節 本市の人口と障がいのある人の現況                         

 

１ 本市の人口状況 

 

（1） 市内の総人口と高齢化率の推移 

市内の総人口は、平成 23 年度 3 月末時点から、平成 27 年度 3 月末で約

５％の減少となっています。 

内訳として、0 歳から 14 歳の年少人口が経年で減少しているのに対し、

65 歳以上の高齢人口は経年で増加となっており、少子高齢化の傾向となって

います。 

高齢化率は平成 27 年度 3 月末時点で 31.2％となっており、同時期の青森

県の高齢化率（25.5％）に比べて高齢化が進んでいます。 

 

 

年齢区分 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

０～14 歳 7,130  6,870  6,635  6,304  6,057  

15～64 歳 36,328  35,639  34,971  34,083  33,103  

65 歳以上 16,500  16,744  16,996  17,350  17,733  

合 計 59,958  59,253  58,602  57,737  56,893  

高齢化率 27.5％  28.3％  29.0％  30.1％  31.2％  

出典：住民基本台帳（各年度の 3 月末） 



 

 ６ 

 

（2） 市内の地区別の推移 

市内の総人口を、五所川原地域・金木地域・市浦地域の 3 地域で見ると、

各地域で高齢化の進行が異なっています。 

最も人口の多い五所川原地域では、平成 23 年度 3 月末時点から、平成 27

年度 3 月末で約４％の人口減少となっており、高齢化率については 25.6％

から 29.2％に上昇していますが、市全体と比較すると高齢化率は低くなって

います。 

一方で、金木地域・市浦地域では、平成 23 年度から平成 27 年度にかけ

ての人口減少が８％を超える水準で進行しており、高齢化率についても、平

成２７年度時点で金木地域が 38.1％、市浦地域が 42.1％と市全体を大きく

上回っています。 

 

地域区分 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

五所川原 
人口 

47,425  46.995  46,623  46,037  45,462 

高齢化率 
25.6％  26.3％  27.1％  28.1％  29.2％ 

金木 
人口 

10,071  9,863  9,645  9,403  9,203 

高齢化率 
34.4％  35.1％  36.1％  37.1％ 38.1％ 

市浦 
人口 

2,462  2,395  2,334  2,297  2,228 

高齢化率 
36.6％  37.6％  38.3％  39.9％  42.1％ 

全体 
人口 

59,958  59,253  58,602  57,737  56,893  

高齢化率 
27.5％  28.3％  29.0％  30.1％  31.2%  

出典：住民基本台帳（各年度の 3 月末） 
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２ 障がいのある人の状況 

 

（1） 身体障害のある人 

①障害別・等級別身体障害者手帳所持者数 

 平成２8 年３月３１日現在（単位：人） 

障 害 区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 合 計 

視 覚 障 害 68 49 15 14 18 19 183 

聴覚・平衡機能障害 3 56 28 83 1 93 264 

音声・言語機能障害   16 7   23 

肢体不自由 351 294 295 341 120 54 1,455 

内 部 障 害 546 5 114 176   841 

合    計 968 404 468 621 139 166 2,766 

②年齢別・等級別身体障害者手帳所持者数  

  平成２8 年３月３１日現在（単位：人） 

年 齢 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 合 計 

0 歳 ～ １７歳 27 8 4 1 1 3 44 

１８歳以上 941 396 464 620 138 163 2,722 

合    計 968 404 468 621 139 166 2,766 

 

 

（2） 知的障害のある人（年齢別・程度別愛護手帳所持者数） 

平成２8 年３月３１日現在（単位：人） 

年 齢 A Ｂ 合 計 

0 歳 ～ １７歳 31 78 109 

１８歳以上 210 238 448 

合    計 241 316 557 

 

 

 

  



 

 ８ 

 

（3） 精神障害のある人 

①年齢別・等級別精神障害者福祉手帳所持者数   

    平成２8 年３月３１日現在（単位：人） 

年 齢 １級 ２級 ３級 合 計 

0 歳 ～ １７歳 10 8  18 

１８歳以上 206 329 53 588 

合    計 216 337 53 606 

 

 

②通院医療費公費負担等利用者数 

平成２8 年３月３１日現在（単位：人） 

年 齢 人 数       

0 歳 ～ １７歳 33       

１８歳以上 1,013       

合    計 1,046       
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３ 手帳所持者数の推移 

（1） 身体障害のある人 

年 齢 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

0 歳 ～ １７歳 
46 45 42 45 44 

１８歳以上 
2,780 2,784 2,805 2,782 2,722 

合    計 
2,826 2,829 2,847 2,827 2,766 

出典：家庭福祉課調べ（各年度の 3 月末） 

（2） 知的障害のある人 

年 齢 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

0 歳 ～ １７歳 
95 94 112 115 109 

１８歳以上 
407 422 424 433 448 

合    計 
502 516 536 548 557 

出典：家庭福祉課調べ（各年度の 3 月末） 

（3） 精神障害のある人 

①手帳所持者数 

年 齢 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

0 歳 ～ １７歳 
7 9 14 19 18 

１８歳以上 
484 484 530 540 588 

合    計 
491 493 544 559 606 

出典：家庭福祉課調べ（各年度の 3 月末） 

②通院医療費公費負担等利用者数 

年 齢 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

0 歳 ～ １７歳 
15 18 28 26 33 

１８歳以上 
801 849 932 958 1,013 

合    計 
816 867 960 984 1,046 

出典：家庭福祉課調べ（各年度の 3 月末）  



 

 １０ 

 

４ 難病患者数の推移 

（1） 特定疾患等医療受給数 

種 別 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

指定難病等 

特定医療受給数 
383 383 407 

419 

（440） 
461 

小児慢性特定 

疾病医療受給数 
72 69 73 

50 

（54） 
59 

出典：五所川原保健所調べ（各年度の 3 月末） 

  ※平成 26 年度については平成 27 年 1 月に制度改正があったため、平成

27 年 1 月～3 月の受給者数を表記し、平成 26 年 4 月～12 月までの

受給者数は括弧で再掲とする。 
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第３節 第２期計画の成果                                  

 

 第２期計画では第１期計画から引き続き「共に生きる社会のしくみづくり」、

「暮らしを支えるサービスの充実」、「自立と社会参加の支援」、「安全で快適な

まちづくり」の４つを基本目標に、１５の基本項目を設定し、具体的な取り組

みとして、６７施策を掲げ推進に努めてきました。 

 この節では、計画期間中の取り組み状況について取りまとめます。 

 

 

 

１ 共に生きる社会のしくみづくり 

 

障がいのある人に対する社会的障壁を取り除き、地域の中で安心して、自

立した生活を営むためには、市民や地域が障がいへの理解を深めることが必

要です。 

第 2 期計画では、広報やホームページ等を通じて市の各種障害者施策の情

報提供を行いました。 

 

 

 

２ 暮らしを支えるサービスの充実 

 

障がいのある人が住み慣れた地域で安心して暮らすために、本市では、障

害者総合支援法に基づく障害福祉サービスをはじめ、障がいのある人やその

家族の様々なニーズに対する相談支援を行うと共に、障がいのある人への経

済的支援である障害基礎年金や各種手当の充実を図ってきました。 

また、障がいの早期発見と、障がいが認められた場合のその後の対応を適

切に実施できるように、市内の保健・医療・福祉・教育の担当部局や関係事

業所との連携を深めてまいりました。 
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３ 自立と社会参加の支援 

 

障がいのある子どもが、自立し生きがいのある生活を営めるように、本市

では、特別支援学級の児童生徒に対する教育活動を充実させると共に、第 2

期計画においては障がいのある子どもに対する保育サービスの充実に努め、

子どもの発達段階や障がいの程度に応じた柔軟な保育・教育の場の提供を推

進しました。 

また、自立した生活の基盤となる就労に向けた支援を推進させ、ハローワ

ーク等の関係機関や、市内の事業所、企業および団体と連携して雇用環境の

向上に努めました。 

 

 

 

４ 安全で快適なまちづくり 

 

障がいの有無にかかわらず、地域のあらゆる人が公共的施設や地域での移

動を自由に行えるように、地域のバリアフリー化を推進してきました。特に

第 2 期計画では民間の施設へのバリアフリー化の啓発を行い、障がいのある

人が安心・快適に地域での生活を営めるように努めてきました。 

また、災害をはじめとする緊急時における救援体制の整備・強化について

は、総合防災訓練の実施をはじめ、地域の防災に関する意識を高め、要援護

者の支援体制の構築に努めてきました。  
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第４節 第３期計画の基本的な考え方                              

 

 

１ 基本理念 

本計画は、障がいのある人もない人も、住み慣れた地域や家庭でお互いに

人格と個性を尊重し支えあう共生社会の実現のために、本市の指針を定める

ものです。 

計画の策定に当たっては、「リハビリテーション」の理念と「ノーマライゼ

ーション」の理念を前計画から継承するとともに、「インクルージョン」の理

念を加え、障がいのある人が生きがいのある生活を営むために、地域におけ

るあらゆる社会的障壁を取り除き、障がいを理由とするあらゆる差別をなく

すことで、障がいのある人もない人も共に住み慣れた地域や家庭で安心して

生活し、互いに自立した個人として共生できる社会をめざしていくことを基

本理念とします。 

 

 

≪計画のキャッチフレーズ≫  
 

 

 

 

 

 

 

 
＊リハビリテーション 

  障がいのある人の身体的、精神的、社会的な適応能力回復のための技術的訓練プログラム

にとどまらず、障がいのある人のライフステージのすべての段階において全人間的復権に寄

与し、障がいのある人の自立と参加を目指す障害者施策の理念 

 

＊ノーマライゼーション 

  障がいのある人を特別視するのではなく、一般社会の中で普通の生活が送れるような条件

を整えるべきであり、共に生きる社会こそノーマルな社会であるという考え 
 

＊インクルージョン 

全ての人々を孤独や孤立、排除や摩擦から援護し、健康で文化的な生活の実現につなげる

よう、社会の構成員として包み支えあうという考え 

 

みんなに優しいまち、支えあうまち 
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２ 基本目標 

   

第２期計画の成果を踏まえつつ、障がいを理由とするあらゆる障壁

や差別をとりのぞく基本理念の実現に向けて、第３期計画においては

次の６つを基本目標として掲げます。 

 

 

（１）共に生きるための理解の促進と差別の解消 
 

地域における福祉教育や、市民や企業に対する啓発活動等を通じて、

本市での障害を理由とする差別をなくし、あらゆる社会的障壁を取り除

くことにより、障がいの有無にかかわらず、市民一人ひとりが相互に支

え合う「共生社会」の実現に努めます。また、障がいのある人が安心し

て生活できる地域社会を築くために、関係機関と連携して障害福祉の担

い手となる人材の養成に努めます。 

 

 

（２）暮らしを支えるサービスの充実 
 

障がいのある人とその家族が、安心して住み慣れた地域での生活をお

くることができるように、相談支援体制や障害福祉サービス等、生活に

必要なサービスの供給体制の充実を図ると共に、更なるサービスの質の

向上に向けた福祉人材の確保・育成に努めます。 

 

 

（３）安全で快適なまちづくり 
 

障がいの有無にかかわらず、あらゆる人にとって生活しやすいまちと

なるよう、公共施設・道路等をはじめとする社会インフラのバリアフリ

ー化を更に推進するとともに、要配慮者も安心して地域で暮らせるよう

に、それぞれの特性に合わせた支援の充実を図ります。 

 

 

（４）保健・医療の充実 
 

特定疾患の対象疾病が拡大したことに伴い、より多様な困難を抱えた

市民のニーズに対応することができるように、保健・医療の支援を充実

させ、安心して暮らせるための環境整備を図ります。 
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（５）自立に向けた成長と社会参加の支援 
 

障がいのある子どもに対する支援を充実させ、子どもの発達段階に柔

軟に対応する保育・教育を推進させると共に、就労環境の整備を行うこ

とで、障がいの有無にかかわらず社会参加が実現できる地域づくりを推

進します。 

 

 

（６）雇用・就労の促進 
 

障がいのある人の雇用・就労の機会を拡大していくため、地域の企業

だけでなく、広く地域社会の理解を図り、障がいのある人にとって働き

やすい環境づくりを促進させると共に、関係機関と連携して、障がいの

ある人が職業を通した社会参加ができるよう、それぞれの就労意欲と能

力に応じた多様な働き方の充実を図ります。 
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 基本計画 第4章

 

第１節 施策の体系                                      

１ 共に生きるための理解促進と差別の解消  

（1）地域福祉の推進  

（2）心のバリアフリー化の推進  

（3）情報提供の充実  

２ 暮らしを支えるサービスの充実  

（1）相談体制の充実  

（2）権利擁護の推進  

（3）居宅生活支援の充実  

（4）経済的支援の充実  

（5）住まいの確保・整備  

（6）人材の確保・育成 

３ 安全で快適なまちづくり  
 

（1）ユニバーサルデザインに基づくバリアフリー化の推進  

（2）自由な移動の確保  

（3）災害時の備え  

４ 保健・医療の充実  
 

５ 自立に向けた成長と社会参加の支援  
 

（1）障害児保育・療育・教育の充実  

（2）多様な社会参加の機会づくり  

６ 雇用就労の促進  
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第２節 施策の方向性と展開                               

 

１ 共に生きるための理解促進と差別の解消 
 

（１）地域福祉の推進 

 

 

 

第２期計画期間は以下の施策に取り組んでまいりました。 

施  策 内  容 

ノーマライゼーション 

の推進 

啓発事業を通じたノーマライゼーションの理

念を推進しました。 

社会資源の活用 ホームヘルパーの養成を行いました。 

福祉教育の充実 
特別支援学級や特別支援学校の児童生徒が、普

通学級で学習活動を行い、交流を図りました。 

福祉関係団体等との 

パートナーシップ 

福祉関係団体等が主体的に活動できるよう行

政との連携・協働を推進しました。 

 

障がいのある人に対して実施したアンケート調査では、「地域で生活を送る

ために必要なこと」に対し、「障がいへの理解や交流の促進」は 24.6％とな

っており、地域における理解と交流の促進の必要性が伺えます。 

また、障がいのある人への福祉サービスを実施している事業所へのアンケ

ート調査では、「事業所と行政との連携」について、「できている（まぁまぁ

できている）」と回答する事業所が 84.9％となっており、事業所との連携を

維持・強化していく必要性があります。 

 

 

 

■行政（市役所・社会福祉協議会）との連携について＜事業者調査＞ 

 



 

 １８ 

 

 

少子高齢化が進んでいることにより、地域における助けあい・支えあ

いの活力が低下してしまうと、障がいのある人が地域で生活を営むこと

が困難な状況になってしまいます。 

障がいのある人も、地域社会の一員として、共に暮らしていくために、  

市民一人ひとりが地域福祉の担い手であることを理解し、実践していけ

るように、地域福祉に関する理解の促進を図ると共に、関係機関・団体

等と連携することで、地域福祉の活動の場づくりに努めます。 

 

 

第３期計画期間は以下の施策に取り組みます。 

施  策 内  容 関係部署 

ノーマライゼーシ

ョンの推進 

普及啓発事業を通じた推進を図り、共に

生きる社会づくりを進めます。 
家庭福祉課 

社会資源の活用 

住み慣れた家での生活を支援するため、

福祉サービス提供事業者と連携し、福祉

サービス従事者の養成に努めます。 

家庭福祉課

介護福祉課 

福祉教育の充実 

障がいのある児童生徒と障がいのない児

童生徒の交流の機会を積極的に設けるこ

とで、相互理解を深めるための福祉教育

の充実に努めます。 

家庭福祉課 

指導課 

福祉関係団体等と

のパートナーシッ

プ 

福祉関係団体等との連携・協働を推進し、

多様な主体で支えあう障害者福祉の実現

に努めます。 

家庭福祉課 
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（２）心のバリアフリー化の推進 

 

 

 

第２期計画期間は以下の施策に取り組んでまいりました。 

施  策 内  容 

市民に対する啓発活動 

の推進  

障がいへの誤解や偏見等について、市民に対す

る啓発活動を推進しました。 

学校教育の充実  
小中学校における福祉教育の充実を図りまし

た。  

精神障害のある人への 

支援 

精神に障がいのある人と地域住民との交流の

機会を持つ活動などの支援に努めました。 

障害者週間の周知 

「障害者週間（１２月３日～１２月９日）」を

すべての人を対象に、障がいについて共に考え

る日として、啓発広報に努めました。 

各機関に対する理解促進 
警察や消防といった機関の職員に対する理解

の促進に努めました。 

 

障がいのある人に対して実施したアンケート調査では、「障がいのある

方に対する周囲の理解」に対し、「理解がある（どちらかと言えば理解が

ある）」は 42.2％となっている一方で、「差別やいやな経験をしたことが

ある人」は 17.5％となっています。 

また障がいのある人への福祉サービスを実施している事業所へのアン

ケート調査では、「地域住民の理解促進」について、「できている（まぁ

まぁできている）」と回答する事業所が 60.6％となっています。更なる

理解の促進と差別の解消への取り組みが必要となります。 

 

 

■障がいのある人に対する理解について＜障がいのある人への調査＞ 

 



 

 ２０ 

 

 

平成 28 年 4 月 1 日に「障害を理由とする差別の解消に推進に関する

法律（障害者差別解消法）」が施行されたことに伴い、地域から「障がい

を理由とする差別」を排除していくことは社会の重大な責任となってい

ます。 

本市においても、平成 28 年 9 月に市職員のための対応要領を定め、 

あらゆる人が互いを尊重しあうことができるように、市役所が中心とな

りながら、障がいに関する理解促進と啓発活動に努めます。 

 

 

第３期計画期間は以下の施策に取り組みます。 

施  策 内  容 関係部署 

市民に対する 

啓発活動の推進  

障がいのある人が誤解や偏見等により社

会的不利を受けることがないよう、市民

に対する啓発活動を推進します。  

家庭福祉課 

学校教育の充実  

小中学生が障がいのある人に対して理解

を深めることができるよう、福祉教育の

充実を図ります。  

指導課 

精神障害の 

ある人への支援 

精神に障がいのある人に関しては、引き

続き、地域住民との交流の機会を持つな

どの活動の支援に努めます。 

家庭福祉課 

障害者週間の周知 

障害者基本法に定められている「障害者

週間（１２月３日～１２月９日）」をより

有意義なものとするため、すべての人を

対象に、障がいのある人に関する様々な

課題等について、共に考える日として、

啓発広報に努めます。 

家庭福祉課 

各機関に対する 

理解促進 

警察や消防といった機関の職員が、緊急

時等に適切に対処できるよう、障がいの

ある人に対する理解の促進に努めます。 

家庭福祉課 

 



 

 ２１ 

 

（３）情報提供の充実 

 

 

 

第２期計画期間は以下の施策に取り組んでまいりました。 

施  策 内  容 

「福祉のてびき」の作成 
障害者福祉施策についての「福祉のてびき」の

情報を更新し、情報提供に努めました。  

「声の広報」の製作 
「声の広報」（CD 等による広報）を製作・発

行し、情報提供に努めました。 

市ホームページでの 

情報提供 
市ホームページの充実を行いました。 

情報ネットワークの 

バリアフリー化の推進 

平成２７年度に市ホームページをリニューア

ルし、国の示す基準に準拠しました。 

手話奉仕員の養成 
西北五ろうあ協会と連携を図りながら、手話奉

仕員養成事業を実施しました。 

 

障がいのある人に対して実施したアンケート調査では、「障害福祉サービ

スに関する情報の入手先」について、「特にない・情報は入手していない」

は 16.8％となっており、「どこで入手できるかわからない」は 7.8％となっ

ています。また、「市の広報紙、チラシ」から入手している人は 17.2％、「市

のホームページ」から入手している人は 0.7％となっており、より一層の情

報発信の充実と広報活動が必要になると考えられます。 

 

 

■障害福祉サービスの情報の入手先＜障がいのある人への調査＞ 

 

n=(268)  

家族

市の広報紙、チラシ

サービスを受けている施設

テレビ・ラジオ・新聞・雑誌

市役所の窓口

病院のケースワーカーや介護保険のケアマネー

ジャー

社会福祉協議会

相談支援事業所などの民間の相談窓口

市のホームページ

特にない・情報は入手していない

どこで入手できるかわからない
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 ２２ 

 

 

障がいのある人が地域と共に生活していくためには、それぞれの障が

いにあわせた適切な情報伝達手段が必要となります。障がいを理由とす

る情報格差の解消を図るため、多様な手段による情報提供に努めます。 

 

 

第３期計画期間は以下の施策に取り組みます。 

施  策 内  容 関係部署 

「福祉のてびき」 

の作成 

障害者福祉施策に関わる制度全般につい

ての「福祉のてびき」の情報を更新し、

情報を必要とする人に提供できるように

します。  

家庭福祉課 

「声の広報」の製作 
「声の広報」（CD 等による広報）を製

作・発行します。  
家庭福祉課 

市ホームページ 

での情報提供 

インターネットを有効に活用し、各種情

報の提供に努めます。 

家庭福祉課

総務課 

情報ネットワーク

のバリアフリー化

の推進 

必要に応じて、障がいのある人に配慮し

たホームページの機能の充実を検討しま

す。 

総務課 

手話奉仕員の養成 
西北五ろうあ協会と連携を図りながら、

手話奉仕員養成事業を充実させます。 
家庭福祉課 
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２ 暮らしを支えるサービスの充実 

 

（１）相談体制の充実 

 

 

 

第２期計画期間は以下の施策に取り組んでまいりました。 

施  策 内  容 

地域活動支援センター 

の運営  

地域活動支援センターにおける日常生活支援

や日常的な相談対応、地域交流活動等を充実さ

せました。 

相談窓口の充実  
専門的な相談に対応するための体制の充実を

図りました。  

民生委員・児童委員活動 

の支援  

障がいのある人の身近な相談先として、民生委

員・児童委員による相談活動を行いました。 

障害者相談員活動の充実  
障がいのある人等によるきめ細かな相談活動

を行いました。  

 

障がいのある人に対して実施したアンケート調査では、「相談しやすい体制

のために必要なこと」について、「総合的な窓口があること」（35.1%）や「身

近なところにあること」（33.6%）、「専門的な対応ができること」（31.7%）

が挙げられています。また、事業所へのアンケート調査では、「本市の相談体

制」について、「できている（まぁまぁできている）」と回答する事業所が

69.7％となっているものの、「あまりできていない」（15.2%）という意見も

あるため、更なるの相談体制の充実が必要になると考えられます。 

 

 

 

■相談しやすい体制のために必要なこと＜障がいのある人への調査＞ 

 

n=(268)  

１か所で用件を済ますことのできる総合的な窓口があること

地域の身近なところで相談できること

専門的・継続的に相談に応じてくれる人が配置されていること

電話、ファックス、メールなどを使って相談できること

平日の昼間以外も相談できること

35.1

33.6
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11.2

10.8
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 ２４ 

 

 

障がいのある人とその家族が地域で安心して生活するためには、障が

いのある人のそれぞれの特性に柔軟に対応していく必要があります。 

本市では地域活動支援センター等との連携を図りながら、障がいのあ

る人の多様な特性に応じ、適切な助言、指導を行うための人材に対する

研修・支援を通じて、きめ細やかな相談体制の強化に努めます。 

 

 

第３期計画期間は以下の施策に取り組みます。 

施  策 内  容 関係部署 

地域活動支援セン

ターの運営  

地域活動支援センターとの連携を強化

し、相談対応、地域交流活動等を充実さ

せます。 

家庭福祉課 

相談窓口の充実  
専門的な相談や総合的な相談に対応する

ための体制の充実を図ります。  
家庭福祉課 

民生委員・児童委員

活動の支援  

民生委員・児童委員を中心に身近な相談

活動を推進します。 

家庭福祉課 

保護福祉課 

障害者相談員活動

の充実  

障がいがある人等によるきめ細かな相談

活動を実施します。 
家庭福祉課 

 



 

 ２５ 

 

（２）権利擁護の推進 

 

 

 

第２期計画期間は以下の施策に取り組んでまいりました。 

施  策 内  容 

「権利擁護センターごしょ

がわら」の支援 

「権利擁護センターごしょがわら」（五所川原

市社会福祉協議会）の運営を支援しました。 

権利擁護施策の利用支援･

調整 

権利擁護事業、成年後見制度の周知を行い、援

助を必要とする人のサービス利用を図りまし

た。  

虐待防止に向けた連携協力

体制の構築 

虐待の未然防止や早期発見等、適切な支援を行

うため、関係機関との協力・支援体制の構築を

図りました。 

 

障がいのある人に対して実施したアンケート調査では、「成年後見制度の

認知度」について、「名前も内容も知っている」は 26.9％となっており、全

体の 60.4%が「内容を知らない（「名前は知っている」を含む）」となって

います。 

支援を必要とする障がいのある人の適切なサービス利用を図るためにも、

今後も制度の周知に努めると共に、サービス活用に向けて関係機関との連携

が必要になります。 

 

 

 

 

■成年後見制度の認知度＜障がいのある人への調査＞ 

 



 

 ２６ 

 

 

障害福祉サービスを必要とする人が、適切な福祉サービスを利用する

ことができるように、判断能力が十分でない人に対応する成年後見制度

等の利用促進に努めます。 

また、障がいのある人への虐待防止を図るために、関係機関との協力・

連携体制を強化し、障がいのある人の基本的人権の尊重に努めます。 

 

 

第３期計画期間は以下の施策に取り組みます。 

施  策 内  容 関係部署 

「権利擁護センタ

ーごしょがわら」の

支援 

「権利擁護センターごしょがわら」（五所

川原市社会福祉協議会）の運営を支援し、

権利擁護事業の普及啓発・促進を図りま

す。 

家庭福祉課 

権利擁護施策の利

用支援･調整 

権利擁護事業、成年後見制度の周知を行

い、サービス利用を必要とする人への支

援を実施します。  

家庭福祉課 

虐待防止に向けた

連携協力体制の構

築 

虐待の未然防止や早期発見のために、関

係機関との連携・支援体制の強化を図り

ます。 

家庭福祉課 

 



 

 ２７ 

 

（３）居宅生活支援の充実 

 

 

 

第２期計画期間は以下の施策に取り組んでまいりました。 

施  策 内  容 

障害福祉サービスの確保・

支援体制の構築 

障がいのある人やその家族の基本的な生活上

のニーズに対応するため、障がいに応じた各種

の福祉サービスの確保に努めました。 

在宅生活の支援 
ホームヘルパーの派遣・生活介護・自立訓練サ

ービスの充実に努めました。 

手話通訳者および要約筆記

者の派遣  

手話通訳者および要約筆記者の派遣を行い、聴

覚に障がいのある人のコミュニケーション支

援に努めました。 

補装具費の支給 
身体に障がいのある人への補装具費の支給を

行いました。 

 

障がいのある人に対して実施したアンケート調査では、「障害福祉サービ

スを利用しない理由」について、「必要がない」が 37.0％と最も多いものの、

「家族や親族から支援を受けている」が 22.9%となっており、今後の少子

高齢化の影響で、家庭内での支援が受けられない障がいのある人の福祉ニー

ズが増大する可能性があります。また「利用方法がわからない」も 20.3%

となっているため、サービス提供のための確保方策を検討すると共に、支援

の必要な人が適切なサービスを利用できるように、関係機関と連携してサー

ビスの提供体制を構築する必要があります。 

 

 

■障害福祉サービスを利用しない理由＜障がいのある人への調査＞ 

 

n=(227)  

必要がないため

家族や親族からの支援を受けているため

利用方法がわからないため

サービスの利用料が高いため

近隣住民からの支援を受けているため

その他
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障がいのある人が住み慣れた地域で生活していくためには、在宅での

生活を支えるサービスが不可欠となります。障がいの種類に関わらず、

自立した日常生活や社会生活を営むことができるように、各種サービス

提供事業所等と連携して、それぞれの特性に応じた障害福祉サービスの

提供体制の充実に努めます。 

 

 

第３期計画期間は以下の施策に取り組みます。 

施  策 内  容 関係部署 

障害福祉サービス

の確保・相談・支援

体制の構築 

障がいのある人やその家族の基本的な生

活上のニーズに対応するため、障がいに

応じた各種の福祉サービスを確保し、有

効に利用できるよう関係機関と連携し、

支援につながる相談・支援体制の構築に

努めます。 

家庭福祉課 

在宅生活の支援 

在宅において日常生活介護を要する障が

いのある人に対して、ホームヘルパーの

派遣・生活介護・自立訓練サービスの充

実により在宅生活の支援を図るよう努め

ます。 

家庭福祉課 

手話通訳者および

要約筆記者の派遣  

聴覚に障がいのある人等の社会生活上の

円滑なコミュニケーションが確保できる

よう、手話通訳者および要約筆記者を派

遣します。 

家庭福祉課 

補装具費の支給 

身体に障がいのある人の不自由な部位を

直接的に補い、日常生活、就労等の能率

の向上を図るため、補装具費の支給を行

います。  

家庭福祉課 

 



 

 ２９ 

 

（４）経済的支援の充実 

 

 

 

第２期計画期間は以下の施策に取り組んでまいりました。 

施  策 内  容 

障害基礎年金  
病気やけがにより障がいを持った人に年金を

支給しました。  

特別障害者手当 

在宅している心身に重度の障がいのある人で、

常時介護を必要とする方に手当を支給しまし

た。 

障害児福祉手当   
２０歳未満で、知的又は身体に重度の障がいが

ある児童に対して手当を支給しました。   

特別児童扶養手当 
心身に障がいのある児童を監護養育している

人に手当を支給しました。 

心身障害者扶養年金 

保護者が死亡、又は身体および精神の機能を著

しく喪失した状態になった、心身に障がいのあ

る人に対して年金を支給しました。 

重度心身障害者医療費 
心身に重度の障がいのある人の医療費の一部

を助成しました。 

 

障がいのある人に対して実施したアンケート調査では、「障害福祉サービ

スの利用負担」について、「負担に感じる」は 27.4％となっています。高齢

化が進むことによって、経済的に苦しい障がいのある人の増加が見込まれる

ため、個別の必要性に応じた経済的支援が引き続き必要となります。 

 

 

 

 

■障害福祉サービスの利用者負担＜障がいのある人への調査＞ 

 



 

 ３０ 

 

 

障がいのある人が住み慣れた地域で自立した生活を営むために、障害

基礎年金等の年金や各種手当、助成制度について一層の周知と加入の促

進を図ることで、地域での自立した生活を多面的に支援します。 

 

第３期計画期間は以下の施策に取り組みます。 

施  策 内  容 関係部署 

障害基礎年金  必要な方への給付を行います。  国保年金課 

特別障害者手当 

在宅している心身に重度の障がいのある

人で、常時介護を必要とする方に給付を

行います。  

家庭福祉課 

障害児福祉手当   

２０歳未満で、知的又は身体に重度の障

がいがある児童に対して給付を行いま

す。   

家庭福祉課 

特別児童扶養手当 
心身に障がいのある児童を監護養育して

いる方に給付を行います。 
家庭福祉課 

心身障害者扶養年

金 

保護者が死亡、又は身体および精神の機

能を著しく喪失した状態になった、心身

に障がいのある人に対して給付を行いま

す。  

家庭福祉課 

重度心身障害者医

療費 

心身に重度の障がいのある人の医療費の

一部を助成します。 
家庭福祉課 

 



 

 ３１ 

 

（５）住まいの確保・整備 

 

 

 

第２期計画期間は以下の施策に取り組んでまいりました。 

施  策 内  容 

グループホームの整備  

グループホームの整備を進め、障がいのある人

の地域生活に必要な居住環境の確保に努めま

した。 

福祉ホームの整備 
事業所の協力を得ながら、福祉ホームの整備の

推進に努めました。  

公営住宅のバリアフリー化 
平成２７年度より、新宮団地市営住宅のバリア

フリー化を推進しています。 

 

障がいのある人に対して実施したアンケート調査では、「将来どのような

暮らし方がしたいか」について、「自宅で家族や親族と暮らしたい」が 43.7％

となっており、「自宅やアパートなどで、ひとりで暮らしたい」を含めると

55.3%が自宅での生活を望んでいます。一方で、グループホームや施設で生

活したいと考えている人は 19.4%となっています。 

グループホームなどの施設については一定のニーズがあると考えられ、こ

れからも施設整備が必要である一方で、自宅での生活を希望するニーズが最

も高くなっているため、多様な障がいに対応できる住宅設備の充実を図って

いく必要があります。 

 

 

 

■将来希望する暮らし方＜障がいのある人への調査＞ 

 



 

 ３２ 

 

 

在宅での生活が困難となった障がいのある人が住み慣れた地域で生活

を続け、施設から在宅生活への移行を図るために、それぞれの障がいの

特性に応じたグループホームの確保が必要となります。 

本市では引き続きグループホームの確保に努めると共に、障がいのあ

る人の公営住宅への入居に配慮します。 

 

第３期計画期間は以下の施策に取り組みます。 

施  策 内  容 関係部署 

グループホームの 

整備  

事業所の協力を得て、グループホームの

整備を進め、住み慣れた地域で生活を継

続させるために必要な環境整備に努めま

す。 

家庭福祉課 

福祉ホームの整備 
事業所の協力を得ながら、福祉ホームの

整備を進めていきます。  
家庭福祉課 

公営住宅の 

バリアフリー化 

新宮団地市営住宅のバリアフリー化を平

成 34 年の完了を目安に推進します。 
建築住宅課 

 



 

 ３３ 

 

（６）人材の確保・育成 

 

 

 

第２期計画期間は以下の施策に取り組んでまいりました。 

施  策 内  容 

ホームヘルパーの養成  

五所川原市社会福祉協議会と連携を図りなが

ら、ホームヘルパー養成研修事業を支援しまし

た。  

専門従事者の確保 

専門的知識を有する人材の確保のために、社会

福祉士、精神保健福祉士等、専門従事者を擁す

る施設等と連携し、人的資源の活用に努めまし

た。 

 

事業所に対して実施したアンケート調査では、「新規の福祉人材の確保」

について、「できている（まぁまぁできている）」は 42.5％となっており、

「できていない（あまり、できていない）」（51.5%）に比べて低い結果とな

っています。「サービス向上に向けた職員への教育の実施」については全体

の 81.9%が「できている（まぁまぁできている）」となっています。 

慢性的な福祉人材の不足は今後も継続していくことが予想されることか

ら、行政からも人材確保に向けた必要な支援を行う必要があります。 

 

 

 

 

 

■福祉人材の確保＜事業者調査＞ 

 



 

 ３４ 

 

 

障がいのある人が住み慣れた地域で安心して生活するためには、質の

高い福祉人材が必要不可欠となります。 

少子高齢化に伴い、福祉人材の慢性的な不足が継続していることから、

本市では引き続き新たな福祉人材の確保を行い、研修を通じた育成を行

うと共に、人材の定着を図るための施策の展開に努めます。 

 

 

第３期計画期間は以下の施策に取り組みます。 

施  策 内  容 関係部署 

障害福祉サービス

従事者の育成  

障害福祉サービスへの理解を深めるため

の各種研修情報を事業所と共有しなが

ら、従事者の育成を図ります。  

家庭福祉課 

専門従事者の確保 

多様な障がいに柔軟に対応するために、

社会福祉士、精神保健福祉士等、専門従

事者を擁する施設等と連携し、人的資源

の活用に努めます。 

家庭福祉課 

 



 

 ３５ 

 

３ 安全で快適なまちづくり 

 

（１）ユニバーサルデザインに基づくバリアフリー化の推進 

 

 

 

第２期計画期間は以下の施策に取り組んでまいりました。 

施  策 内  容 

公共的建築物等の安心・安

全な環境整備  

図書館をはじめ、障がいのある人に配慮した公

共的建築物等の整備を行いました。 

放置自転車の整理  
安全な歩行空間を確保するため、放置自転車の

整理を行いました。 

道路などの交通環境の整備 

障がいのある人の歩行時の事故を防止するた

め、歩道の拡張や段差の解消など交通環境の整

備を行いました。 

民間施設等への啓発 
民間事業者等に対する、建物等のバリアフリー

化の啓発活動を行いました。 

 

事業所に対して実施したアンケート調査では、「障がいのある人のための施

設・インフラ整備」について、「できていない（あまり、できていない）」と

回答した施設は 27.3%となっております。また、障がいのある人に対して実

施した調査では、「外出時に困ること」に対して「道路や駅に階段や段差が多

い（16.5%）」「建物の設備が不便（11.6%）」といった課題が出ています。 

引き続き障がいのある人でも安全に外出・利用できる環境整備が必要であ

ると考えられます。 

 

 

■障がいのある人のための施設・インフラの整備＜事業者調査＞ 

 



 

 ３６ 

 

 

障がいによる社会的障壁については、差別解消等の地域社会の意識改

革だけに留まらず、外出時の移動手段や施設利用における面での障壁も、

地域社会における課題となっています。 

本市では引き続き歩道や公共的施設のバリアフリー化を促進させると

共に、民間の施設においても同様の整備推進を求め、地域全体から社会

的障壁を排除することに努めます。 

 

 

第３期計画期間は以下の施策に取り組みます。 

施  策 内  容 関係部署 

公共的建築物等の

安心・安全な環境整

備  

コミュニティセンターや体育施設などに

おいて、障がいのある人に配慮した公共

的建築物等の整備に努めます。 

管財課 
文化スポーツ課 

放置自転車の整理  
放置自転車の整理を実施し、安全な歩行

空間を確保します。  
土木課 

道路などの 

交通環境の整備 

市道および歩道の修繕など、交通環境の

整備を進めます。 
土木課 

民間施設等への 

啓発 

障がいのある人をはじめ、すべての人が

安心・快適に利用できるよう民間事業者

等に理解と協力を求め、建物等のバリア

フリー化を促進します。 

家庭福祉課 

 



 

 ３７ 

 

（２）自由な移動の確保 

 

 

 

第２期計画期間は以下の施策に取り組んでまいりました。 

施  策 内  容 

タクシー利用券の助成  
通院や買い物など、日常生活の移動支援とし

て、タクシー利用券の助成を行いました。  

自動車運転免許の 

取得費用助成  

身体に障がいのある人の就労を支援するため、

自動車運転免許取得費用の助成を行いました。  

自動車改造費助成   
身体に障がいのある人の運転用に、自動車の改

造費用の助成を行いました。 

各種交通機関の運賃および 

通行料割引の利用援助  

ＪＲ・航空運賃・有料道路料金割引の利用援助

を行いました。  

移動支援事業の充実 

屋外での移動が困難な障がいのある人に対し、

地域支援事業による移動支援の充実に努めま

した。 

 

障がいのある人に対して実施したアンケート調査では、「外出の目的」に

ついて、「買い物（65.5%）」や「医療機関への受診（57.0%）」といった地

域で生活する上で必要不可欠なものが主な目的として挙げられています。 

住み慣れた地域での暮らしを継続させるためにも、日常的な外出に対する

支援は今後も必要であると考えられます。 

 

■外出の目的＜障がいのある人への調査＞ 

 

n=(249)  

買い物

医療機関への受診
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デイサービス、デイケア
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通勤

スポーツ、趣味の活動など

グループ活動に参加する

通園、通学

障害者（児）団体の活動

その他
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障がいのある人が自立した生活を営むためには、通院や通学、買い物

など、自身が望むときに自由に外出できることが必要となってきます。 

障がいのある人はそれぞれの障がいの特性に応じた外出支援が必要と

なるため、様々な特性に応じた外出・移動手段の必要性を把握すると共

に、支援が必要な手段については、その確保に努めます。 

 

 

第３期計画期間は以下の施策に取り組みます。 

施  策 内  容 関係部署 

タクシー利用券の

助成  

日常生活に必要な外出支援として、タク

シー利用券の助成に努めます。  
家庭福祉課 

自動車運転免許の

取得費用助成  

身体に障がいのある人の、自動車運転免

許取得費用の助成を行います。  
家庭福祉課 

自動車改造費助成   
身体に障がいがある人が自動車を改造す

る際の、改造費用の助成を行います。  
家庭福祉課 

各種交通機関の運

賃及び通行料割引

の利用援助  

ＪＲ・航空運賃・有料道路料金等の公共

交通の利用援助に努めます。  
家庭福祉課 

移動支援事業の充

実 

障がいのある人の外出を支援するため

に、地域生活支援事業における移動支援

事業の充実に努めます。 

家庭福祉課 

 



 

 ３９ 

 

（３）災害時の備え 

 

 

 

第２期計画期間は以下の施策に取り組んでまいりました。 

施  策 内  容 

緊急通報システムの充実 

ＦＡＸによる消防緊急通報の運用、１１９番電

話による住所確認システム、福祉安心電話の受

信を行うなど、緊急通報システムの充実に努め

ました。 

防災意識の高揚 
総合防災訓練を実施し、防災について、日頃か

ら心の準備を行うよう啓発しました。 

災害時の支援体制の整備 
災害等の緊急事態発生時における要援護者の

支援体制づくりに努めました。 

 

障がいのある人に対して実施したアンケート調査では、「災害時に不安に

思うこと」について、「避難する際の不安（46.3%）」が最も多く、「避難先

での不安（43.7%）」「医療面の不安（42.2%）」となっています。また、「災

害時にひとりで避難できない人」は全体の 41.8%と、障がいのある人の災

害時の支援体制の構築は引き続き大きな課題となっています。 

 

 

 

 

■災害時の不安＜障がいのある人への調査＞ 

 

n=(268)  

避難する際の不安

避難先での不安

医療面（通院や薬など）の不安
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その他

不安はない
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障がいのある人の災害や犯罪に対する不安を取り除き、地域で安心・

安全に暮らしていくために、地域全体での協力のもと、情報伝達や適切

な避難誘導体制、要配慮者の安全確保のための取り組みを促進します。 

 

 

第３期計画期間は以下の施策に取り組みます。 

施  策 内  容 関係部署 

緊急通報システム 

の拡充 

支援を必要とする人が緊急通報システム

を利用できるように、更なる利用の拡充

を進めます。 

家庭福祉課 

防災意識の高揚 

毎年の総合防災訓練を実施すると共に、

要配慮者利用施設の参加などを促し、訓

練の実効性を高めます。 

総務課 

災害時の支援体制 

の整備 

災害等の緊急事態発生時における要配慮

者の支援体制づくりに努めます。 

家庭福祉課 

保護福祉課 

介護福祉課 

災害時の情報伝達 

の充実 

災害等の緊急事態発生時における情報伝

達について、関係機関と協力してガイド

ラインを作成し、緊急時の連絡体制づく

りに努めます。 

家庭福祉課

総務課 

 



 

 ４１ 

 

４ 保健・医療の充実 

 

 

 

 

第２期計画期間は以下の施策に取り組んでまいりました。 

施  策 内  容 

医療・リハビリテーション

相談の充実  

医療・リハビリテーションに関する相談に対応

することで、適切なサービスを受けることがで

きるよう調整しました。 

保健医療の知識の普及  
精神障害者家族会での普及活動を実施しまし

た。 

障がいの早期発見・療育  
1 歳６か月児健診・3 歳児健診の際に専門職を

配置し早期発見に努めました。 

自立支援医療の充実  自立支援医療制度の周知に努めました。  

疾病に対する理解の促進 

各種健診や教室、相談時等の機会に、障がいの

原因となる疾病についての理解と周知を図り

ました。 

 

障がいのある人に対して実施したアンケート調査では、「健康管理や医療面

で困っていること」について、「特にない（43.7%）」が最も多いものの、「医

療費の負担が大きい（23.5%）」「専門医が身近にいない（11.6%）」「気軽

に頼める医師がいない（11.6%）」といった課題も出ています。高齢化が進

むことで、医療面でのニーズの増大が見込まれるため、引き続き必要なサー

ビスの提供体制の充実が必要になると考えられます。 

 

■健康管理や医療で困っていること＜障がいのある人への調査＞ 

 

障がいのため症状が正確に伝わらず、必要な治療が
受けられない

通院するときに付き添いをしてくれる人がいない

定期的に健康診断を受けられない

診療を断られる

その他

特にない

n=(268)  
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障がいのある人に対する適切な保健・医療・リハビリテーションの提

供を行えるように、関係機関と連携しながら提供体制の充実に努めます。 

また、障害福祉サービスの対象となる難病が拡大したことに伴い、よ

り多様な疾病に対するケアが必要となってきます。本市においても難病

に関する理解の促進を図ると共に、必要な地域ケアの体制構築に努めま

す。 

 

 

第３期計画期間は以下の施策に取り組みます。 

施  策 内  容 関係部署 

医療・リハビリテー

ション相談の充実  

障がいのある人の個別の状況に対して適

切な機関への紹介を推進します。 
健康推進課 

保健医療の知識 

の普及  

障がいのある人やその家族に対し、日常

生活での必要な保健・医療に関する知識

の普及を図るよう努めます。 

家庭福祉課 

障がいの早期発見 

・療育  

精神発達精密健康診査の回数を増やし、

早期に療育に繋がる体制作りに努めま

す。 

家庭福祉課 

健康推進課 

自立支援医療の充

実  
自立支援医療制度の周知に努めます。  家庭福祉課 

疾病に対する理解 

の促進 

障害福祉サービスの対象となる疾病が増

えたこともあり、各種ガイドラインに基

づいた情報提供と理解促進を図ります。 

家庭福祉課 

健康推進課 

 



 

 ４３ 

５ 自立に向けた成長と社会参加の支援 

 

（１）障害児保育・療育・教育の充実 

 

 

 

 

第２期計画期間は以下の施策に取り組んでまいりました。 

施  策 内  容 

特別支援教育の充実 
障がいのある子どもの就学について、各自の適

性に配慮した教育の実施に努めました。 

障がいのある子どもの 

進路指導支援 

本人の障がいの程度・適性に応じながら、各種

の施策による教育・生活の場の確保に努めまし

た。 

障害児教育担当教職員の 

研修の充実 

障害児教育担当教職員に対して特別支援教育

や心理検査に関する研修を年３回実施しまし

た。 

養護学校就学への支援  

特別支援教育に沿った就学相談の実施や、体験

入学等を行い、養護学校就学に際して必要な支

援を実施しました。  

心身に障がいがある子ども

に対する就学支援  

保護者の希望に応じて、適宜、就学相談を実施

しました。  

障害児保育の推進 

障がいの有無に関わらず、身近な地域で保育サ

ービスを受けられるよう、障害児保育の充実に

努めました。 

 

 

障がいのある人に対して実施したアンケート調査では、障がいのある子ど

もの「療育・保育で困っていること」「学校教育で困っていること」につい

て、どちらも「特にない（療育・保育 50.0%、教育 51.5%）」が最も多く

なっています。次いで療育保育では「発達や成長への不安（10.8%）」が多

く、教育では「卒業後の進路への不安（9.3%）」となっています。 

平成 30 年度には障害児福祉計画を策定する必要があることから、地域に

おける障がいのある子どもへの支援体制を構築し、成長段階で切れ間のない

きめ細やかな支援を行うために、関係機関による連携体制の構築が必要にな

ると考えられます。 

 



 

 ４４ 

 

 

 

■療育・保育で困っていること＜障がいのある人への調査＞ 

 

 

 

■学校教育で困っていること＜障がいのある人への調査＞ 

 

 

n=(268)  

自分自身の発達や成長に不安がある

費用など経済的負担が大きい

療育や訓練の機会が少ない

療育・保育に関する情報が少ない

通園・通所が大変

放課後や夏休みなどに療育・訓練の場がない

希望する施設などに通えない

療育や訓練の内容が不十分

小学校入学時の学校選択で迷っている

その他

特に困っていることはない

10.8

9.7

6.0

5.2

5.2

3.7

3.7

3.4

1.9

3.0

50.0

0 10 20 30 40 50 60
(%)

n=(268)  

学校卒業後の進路に不安がある

教職員の指導・支援の仕方が心配
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 ４５ 

 

 

 

障がいのある子どもの一人ひとりの特性に応じたきめ細かい支援を行

うため、幼児期から学校卒業時までを一貫して、地域における関係機関

と連携した計画的な療育体制の構築を図ることで、身体障害や知的障害

に限らず、自閉症や LD（学習障害）、ADHD（注意欠陥・多動性障害）

といった発達障害など、個々の障害特性と発達段階に応じた適切な保

育・教育環境の充実に努めます。 

 

第３期計画期間は以下の施策に取り組みます。 

施  策 内  容 関係部署 

特別支援教育の 

充実 

特別支援学級のみならず、普通学級に在

籍する特別な支援が必要な児童生徒に対

しても、合理的配慮に基づく教育の実施

に努めます。 

指導課 

教育総務課 

障がいのある子ど

もの進路指導支援 

本人や保護者の希望を尊重しながら、障

がいの程度・適性に応じた、進学のため

の情報提供に努めます。 

指導課 

障害児教育担当教

職員の研修の充実 

研修内容の更なる充実を図りながら、教

職員の質の向上に努めます。 
指導課 

養護学校就学への

支援  

障がいのある児童生徒の養護学校就学に

向けた必要な配慮を講じます。 
指導課 

心身に障がいがあ

る子どもに対する

就学支援 

保護者の希望に応じた柔軟な相談を実施

できるように、相談員による支援を実施

します。 

指導課 

障害児保育の推進 

障がいの有無に関わらず、保育サービス

を受けられるよう、障害児保育の充実に

努めます。 

家庭福祉課 

 



 

 ４６ 

 

（２）多様な社会参加の機会づくり 

 

 

 

第２期計画期間は以下の施策に取り組んでまいりました。 

施  策 内  容 

障がいのある人のスポーツ

の支援  

スポーツ大会の支援をするなど、障がいのある

人が参加できるスポーツ活動の推進に努めま

した。  

知的障害のある人の 

レクリエーションの支援  

レクリエーションの支援をするなど、知的障害

のある人が参加できる活動の推進に努めまし

た。  

 

 

障がいのある人に対して実施したアンケート調査では、「参加したい地域

活動」について、「特にない（49.6%）」が最も多いものの、「趣味などのサ

ークル活動（18.7%）」「お祭り（15.7%）」といった文化活動や、「スポー

ツやレクリエーション（13.8%）」へのニーズが高くなっています。 

障がいのある人が生きがいのある暮らしを営むためには、障がいをハンデ

とせずに、様々な機会に参加するための支援が必要になると考えられます。 

 

 

 

 

■参加したい地域活動＜障がいのある人への調査＞ 

 

n=(268)  

趣味などのサークル活動

お祭り

スポーツやレクリエーション
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障害者団体の活動

ボランティア活動

その他

特に何もしたくない
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障がいのある人が生きがいのある生活を地域で営むためには、スポー

ツや芸術文化活動などへ参加を通して、自らの知識や技術を向上させる

機会を得ることも重要になってきます。 

本市では引き続き障がいのある人のスポーツ大会や、レクリエーショ

ン活動などの社会参加活動に対する支援の拡充を図ります。 

 

 

第３期計画期間は以下の施策に取り組みます。 

施  策 内  容 関係部署 

障がいのある人の 

スポーツの支援  

障がいのある人が参加できるスポーツ活

動の推進に努めます。  
家庭福祉課 
文化スポーツ課 

知的障害のある人

のレクリエーショ

ンの支援  

知的障害のある人が参加できる社会活動

の推進に努めます。  
家庭福祉課 

 



 

 ４８ 

 

６ 雇用就労の促進 

 

 

 

 

第２期計画期間は以下の施策に取り組んでまいりました。 

施  策 内  容 

就職活動の支援  
ハローワーク等と連携を取り、就職活動の支援

を行いました。  

生活訓練、機能訓練の充実  
雇用されることが困難な障がいのある人の就

労場所の確保に努めました。  

職親制度の充実 

職親における生活指導および技能習得訓練等

を実施し、障がいのある人の自立促進を図りま

した。 

障がいのある人の雇用の促

進 

関係機関と連携し、市内の企業や事業所等で就

労しやすい環境づくりに努めました。 

産業福祉の推進 
持続可能な地域福祉の振興を図るため、関係団

体・機関等と連携強化を図りました。 

 

障がいのある人に対して実施したアンケート調査では、「今後の労働」につ

いて、「働きたくない（働けない）」が 67.9%に対し、「働きたい」は 28.7%

となっている。また「障がいのある人が働くために必要なこと」については、

「事業主や職場の仲間の理解があること（51.1%）」「障がいに配慮のある職

場の施設・整備（40.3%）」となっています。 

障がいのある人の就労に向けては、引き続き事業主をはじめ、地域からの

理解促進と就労環境の充実を図るための支援が必要となります。 

 

■今後の就労希望＜障がいのある人への調査＞ 
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障がいのある人の雇用・就労の機会を拡大していくためには、地域の

民間企業だけでなく、広く地域社会の理解を得ることが必要になってき

ます。地域社会からの理解により、障がいのある人にとっても働きやす

い環境づくりを促進させると共に、関係機関と連携して、障がいのある

人のそれぞれの就労意欲と能力に応じた就業機会を拡大させることによ

って、本市における多様な働き方の充実を図ります。 

 

 

第３期計画期間は以下の施策に取り組みます。 

施  策 内  容 関係部署 

就職活動の支援  
ハローワーク等と連携を取り、就職活動

の支援を行います。  

家庭福祉課 

商工労政課 

生活訓練、機能訓練

の充実  

雇用されることが困難な障がいのある人

の地域生活へ移行するための訓練機会の

確保に努めます。  

家庭福祉課 

職親制度の充実 

知的障害のある人に対する、事業経営者

等の職親による生活指導および技能習得

訓練等の、自立促進のための機会充実を

図ります。 

家庭福祉課 

障がいのある人の

雇用の促進 

関係機関と連携し、市内の企業や事業所

等で就労しやすい環境づくりの普及啓発

に努めます。 

家庭福祉課 

商工労政課 

産業福祉の推進 関係団体・機関等と連携強化を図ります。 
家庭福祉課 

商工労政課 
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 計画の推進体制 第5章

 

第１節 計画の推進体制                                  

 

計画の推進にあたっては、市の関係部局や関係機関・団体等の連携、協調

のもと、障がいの有無にかかわらず誰もが安心して地域生活ができるような

支援体制の整備を進め、社会全体で障がいのある人を包み込み、自立と社会

参加等を支援します。 

また、市民のニーズや社会情勢の変化等に対応しながら、計画の見直しが

必要となる場合、市民や関係団体、サービス事業所等との情報交換の機会を

設けながら対応します。 

 

 

第２節 推進の役割分担                                  

 

計画の推進にあたっては、基本理念である「みんなに優しいまち、支えあ

うまち」を実現するため、市民・団体・企業・行政等が本計画の目標を共有

し、それぞれの役割を持ちながら連携し取り組みを推進します。 

 

１ 市民の役割 

社会を構成しているのは市民一人ひとりです。障がいのある人やその家族

を孤立させることのないよう、市民が障がいのある人に対し無関心にならず、

正しい理解と意識を持って、誰もがつながり、支え合う地域、社会の実現に

向けて努力していく必要があります。障がいがあっても地域で安心して生活

できる環境づくりに取り組むことが必要です。 

 

２ 障害者団体等の役割 

地域や団体間の連携を進め、生活の支援や当事者活動の促進を図り、障が

いのある人の自立と社会参加を推進することが必要です。 

 

３ 企業等の役割 

障がいのある人の自立した生活に向け、雇用の拡大を図るとともに、地域

や社会を構成する一員として、障がいのある人が住みやすい地域や社会づく

りへの取り組みが必要です。 
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４ 行政の役割 

計画の基本理念に基づく基本目標など、計画の実現に向け、行政だけでな

く、様々な関係機関・団体等と連携した支援のネットワークを強化し、障害

福祉施策を総合的に推進します。 

 

 

第３節 計画の進行管理                                  

 

計画の進行管理にあたっては、継続的に計画の進捗状況を点検・評価する

とともに、その結果を公表しながら、課題等への具体的な対応を進め、施策

の重点化を図りながら、見直しや次の計画への反映を行います。 
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五所川原市障害者計画・障害福祉計画策定委員会委員名簿 （50 音順、敬称略） 

  氏   名 所属・役職名 備 考 

1 太田 正仁 
社会福祉法人 内潟療護園 うちがた 

園長  

2 大橋 一之 ＮＰＯ法人あーるど 理事長 副会長 

3 小田桐 喜代子 五所川原市身体障害者福祉会 
 

4 開米 武彦 西北五視力障害者福祉会 会長 
 

5 神島 俊治 西北五手をつなぐ育成会 会長 会長 

6 工藤 朱美 五所川原市ろうあ協会 会長 
 

7 鶴谷 充雪 
西北五精神障害者家族会連合会 事務局

長 
 

8 寺田 政史 社会福祉法人 愛生会 青松園 園長  

9 中嶋 真理子 五所川原公共職業安定所統括職業指導官  

10 花田 洋三郎 
社会福祉法人 叶福祉会 大東ヶ丘サン

トピアホーム 園長  

11 布施 泉 医療法人社団 清泉会 理事長  

12 三上 勝則 
五所川原市民生委員児童委員連絡協議会 

会長 
 

13 三上 行彦 五所川原市社会福祉協議会地域福祉課長  

14 山口 久美子 
西北地域県民局地域健康福祉部保健総室

（五所川原保健所）健康増進課 課長  
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